
TALIS 2018 ・OECD加盟国等48か国・地域が参加（初等教育は15か国・地域が参加）

・日本では2018年2月～3月に小学校約200校及び中学校約200校の校長、
教員に対して質問紙調査を実施

我が国の教員の現状と課題 – TALIS 2018結果より –
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学級において規律が整っており、良好な学習の雰囲気がある。
日本の小中学校教員の回答は、学級における規律や学習の雰囲気についてよい結果を示しており、中学校教員において、
前回2013年調査と比べて一層よい結果となっている。

主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善やICT活用の取組等が十分でない。

主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善や探究的な学習に関わる指導実践について、頻繁に行う日本の
中学校教員の割合は前回2013年調査と比べて増えているが依然として低い。
生徒にICTを活用させることについて、頻繁に行う日本の中学校教員の割合は前回2013年調査と比べて増えているが依然
として低い。
児童生徒の自己肯定感や学習意欲を高めることに対して高い自己効力感を持つ日本の小中学校教員の割合は低い。
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教員の仕事時間は参加国中で最も長く、人材不足感も大きい。

日本の小中学校教員の１週間当たりの仕事時間は最長。
前回2013年調査と同様に、中学校の課外活動（スポーツ・文化活動）の指導時間が特に長い。一方、日本の小中学校教員
が職能開発活動に使った時間は、参加国中で最短。
質の高い指導を行う上で、支援職員の不足や、特別な支援を要する児童生徒への指導能力を持つ教員の不足を指摘する
日本の小中学校校長が多い。一方、教材の不足については指摘が少ない。
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＜教員の１週間あたりの仕事時間＞ ＜学校における教育資源の不足感（校長）＞
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＜各指導実践を頻繁に行っている教員の割合＞
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＜高い自己効力感を持つ教員の割合＞
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＜学級の規律と学習の雰囲気＞
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課題を踏まえた文部科学省の当面の取組

○ 「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ・ラーニン
グ）の視点からの授業改善
・ 主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善
により、児童生徒に学習する意義を実感させたり、情
報を精査して考えを形成させたり、問題を見いだして解
決策を考えさせたりすることを重視した学習を充実でき
るよう、効果的な指導実践の蓄積、情報提供などの支
援を実施

○探究的な学習の充実
・ 総合的な学習（探究）の時間を中心に「①課題の設
定→②情報の収集→③整理・分析→④まとめ・表現」
の探究のプロセスによる学習を実現できるよう、事例
収集やその発信を行う

○各学校におけるカリキュラム・マネジメントの推進
・ 学校全体として、教育内容や時間の配分、必要な人
的・物的体制の確保、教育課程の実施状況に基づく改
善などを通して、教育活動の質を向上させ、学習の効
果の最大化を図れるよう、カリキュラム・マネジメントに
関する調査研究の実施等を通じて各学校を支援

○新しい教職課程の着実な実施
・ アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善やICTを用いた指導法など、内容を充実した新しい教職課程の着実
な実施（平成31年４月～）

○研修支援等の充実
・ 資質の向上に関する指標や教員研修計画を活用した体系的・効率的な研修実施の推進
・ 独立行政法人教職員支援機構における、校内研修等への活用が可能な研修用動画の充実・周知
・ 教職大学院を活用した現職教師の教職生活全体を通じた職能成長の支援

○外部人材の活用促進
・ 学校以外で勤務した経歴や専門的な知識・技能を有する者など、多様な背景を持つ人材によって教職員組織を構
成できるようにするための免許制度や教師の養成・採用・研修・勤務環境の在り方の検討

○研修等の充実
・ ICTを活用した効果的な指導を行うための実践事例集

の周知・普及
・ 教師のICT活用指導力の向上を図るための校内研修を

実施するリーダー教師のための研修の手引きの周知・
普及

・ 独立行政法人教職員支援機構における、各地域でICT
活用を推進する指導者の養成のための研修の実施

○先端技術の効果的な活用に関する方策の検討・実施
・ 「新時代の学びを支える先端技術活用推進方策」の具
体化・実施（中間まとめ：平成31年３月公表、最終まとめ：
令和元年６月公表予定）

○学校のＩＣＴ環境整備の加速化に向けた取組
・ 「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（平成30
～令和４年度）」を踏まえ、学校のICT環境整備に必要な
経費について、単年度1,805億円の地方財政措置

・ 関係省庁や産業界等とも連携しながら、安価な環境整
備に向けた具体策の検討や関係者の専門性を高める取
組等を推進

○学校における働き方改革答申（平成31年１月）等に基づく施策の推進
・ 「教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」を始点とした勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識した
働き方の促進
・ 働き方改革に関する大臣メッセージや広報動画等の周知による学校及び教師が担う業務の明確化・適正化の推進
・ 部活動ガイドラインに基づく、部活動の適正化
・ 校務の情報化や事務の共同実施など学校運営改善の好事例の普及
・ 教師の勤務の在り方を踏まえた勤務時間制度の改革 等

○学校の指導・運営体制の効果的な強化・充実
・ 特別支援教育、いじめ、不登校などの教育課題に対応するための教職員配置の実施
・ 教師が授業等に集中できるよう、部活動指導員やスクール・サポート・スタッフ、SCやSSWなど多様な人材が学校の
教育活動に参画する「チームとしての学校」を推進

・ 新しい時代を見据えた学校教育の実現のための教育課程、教員免許、教職員配置の一体的検討

学校における働き方改革を強力に推進

新しい学習指導要領の着実な実施

教師の資質能力向上の推進（養成・採用・研修の改善）

ICTを活用した教育の推進

新しい時代の初等中等教育の在り方に関する中央教育審議会での検討



OECD国際教員指導環境調査（TALIS）2018報告書
- 学び続ける教員と校長 - のポイント

調査の概要

＜調査概要・目的＞
・教員及び校長の勤務環境や学校の学習環境に焦点を当てた国際調査。職能開発な

どの教員及び校長の環境、学校での指導状況などについて､国際比較可能なデータ
を収集し、教育に関する分析や教育政策の検討に資する。

・2008年に第1回、2013年に第2回、2018年に第3回調査（今回）を実施。
・日本は第2回から参加し、小学校は今回が初参加。

＜調査対象＞
・中学校（以下、中等教育学校前期課程及び義務教育学校後期課程を含む）及び
小学校（以下、義務教育学校前期課程を含む）の教員及び校長（日本）

・１か国につき、前期中等教育段階200校、初等教育段階200校、1校につき教員（非
正規教員を含む）20名を抽出。

・前期中等教育段階は全48か国・地域が参加。初等教育段階は15か国・地域が参加。
・日本の参加状況：中学校：全国196校、校長196名、教員3,605名

小学校：全国197校、校長197名、教員3,361名
・国公私の内訳（日本の参加校に所属する総教員数における割合）：

中学校：国公立校 約88％、私立校 約12％
小学校：国公立校 約98％、私立校 約2％

＜調査時期＞ 2018年2月中旬～3月中旬（日本）

＜調査方法＞ 調査対象者が質問紙調査（教員用/校長用）に回答(所要各40～60分)

＜調査項目＞ ◆学級の環境 ◆教員の仕事時間 ◆指導実践
◆教員の自己効力感 ◆職能開発 等

＜参加国＞ OECD加盟国等48か国・地域 (前回は34か国・地域)

※下線の１５か国・地域は初等教育も参加。
なお、参加国が少ないことから、初等教育の参加国平均の値は示されていない。

アルバータ（カナダ）、オーストラリア、オーストリア、ベルギー（フランドルもベルギーの一部として参
加）、ブラジル、ブルガリア、ブエノスアイレス（アルゼンチン）、チリ、コロンビア、クロアチア、
キプロス、チェコ、デンマーク、イングランド（イギリス）、エストニア、フィンランド、フランス、
ジョージア、ハンガリー、アイスランド、イスラエル、イタリア、日本、カザフスタン、韓国、ラトビア、
リトアニア、マルタ、メキシコ、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポルトガル、ルーマニア、

ロシア、サウジアラビア、上海（中国）、シンガポール、スロバキア、スロベニア、南アフリカ共和国、
スペイン、スウェーデン、台湾、トルコ、アラブ首長国連邦、アメリカ、ベトナム

＜結果公表等＞
・2019年6月19日、OECDより結果公表。なお、学校におけるリーダーシップや教員評
価等については、2020年3月にOECDより結果公表予定。
・次回調査は2024年に実施予定。
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＜学級の規律と学習の雰囲気＞
○ 学級の規律と学習の雰囲気について、日本はよい結果を示しており、例えば、「児童生徒が授業を

妨害するため、多くの時間が失われてしまう」教員の割合は、中学校は参加国中２番目に低く、
小学校は参加国中で最も低い。

○ 「授業を始める際、児童生徒が静かになるまでかなり長い時間待たなければならない」及び「この学
級の児童生徒は良好な学習の雰囲気を作り出そうとしている」について、前回調査と比べて一層よい
結果となっている。

表１ 学級の規律と学習の雰囲気

児童生徒が授業を
妨害するため、多く
の時間が失われて
しまう (a)

授業を始める際、児童
生徒が静かになるまで
かなり長い時間待たな
ければならない (a)

教室内は
とても騒々
しい

(a)

この学級の児童生
徒は良好な学習の
雰囲気を創り出そ
うとしている (a)

中学校 日本 ８.１％ １１.４％* １２.４％ ８５.２％*

日本（前回調査） （９.３％） （１４.７％） （１３.３％） （８０.６％）

参加４８か国平均 ２７.１％ ２６.１％ ２４.５％ ７３.０％

小学校 日本 １０.９％ １６.４％ １６.５％ ８６.８％

※対象学級（回答日の前の週の火曜日の午前１１時以降最初に教えた学級）について、以上のことが、「非常に良く当て
はまる」、「当てはまる」、「当てはまらない」、「全く当てはまらない」のうち、「非常に良く当てはまる」又は「当てはまる」との
回答について整理している。

※ OECDは、（a）を付した全ての項目において統計的有意差検定を行い、「*」は、今回2018年調査の日本の結果は前回2013
年調査と比べて 統計的有意差があると示している。

調査結果の概要（項目別）

２

支援職員
の不足

特別な支
援を要す
る児童生
徒への指
導能力を
持つ教員
の不足

児童生徒
と過ごす
時間が不
足している、
あるいは
適切でな
い

物理的な施設
設備が不足し
ている、あるい
は適切でない
(例:学校家具、

校舎、空調機、
照明器具）

インター
ネット接
続環境
が不十
分である

教材（教科
書など）が
不足してい
る、あるい
は適切でな
い

中学校 日本 ４６.３％ ４３.６％ ４９.１％ ３７.０％ ２７.０％ ３.０％

参加４７か国平均 ３０.８％ ３１.２％ ２３.６％ ２７.１％ ２２.９％ １５.６％

小学校 日本 ５５.８％ ４０.３％ ３８.３％ ３２.８％ ２４.７％ ４.２％

表２ 学校における教育資源の不足（校長の回答に基づく）

＜学校における教育資源の不足＞
○ 日本では、質の高い指導を行う上で、「支援職員の不足」、「特別な支援を要する児童生徒への

指導能力を持つ教員の不足」及び「児童生徒と過ごす時間が不足している、あるいは適切でな
い」ことが妨げになっていると考える校長の割合が、小中学校ともに高い。一方、「教材（教科書
など）が不足している、あるいは適切でない」との指摘は少ない。

（教職員） ｜ （時間） ｜ （施設設備・教材・インターネット）

※ 今回2018年調査では、質の高い指導を行う上で、各項目について、「非常に妨げになっている」「かなり妨げになってい
る」「いくらか妨げになっている」「全く妨げになっていない」の４つの選択肢のうち、「非常に妨げになっている」又は「かな
り妨げになっている」との回答について整理している。

※ 今回2018年調査は前回2013年調査と質問の仕方が異なり、OECDは前回2013年調査との比較について示していない。



＜教員の仕事時間＞

○ 小中学校ともに、日本の教員の１週間当たりの仕事時間の合計は、参加国の中で最長。

○ 日本の中学校教員の「指導（授業）」時間や「児童生徒の課題の採点や添削」に従事した時間は、
参加国平均と同程度である。 一方、日本の中学校教員は「課外活動の指導（例：放課後のス

ポーツ活動や文化活動）」の時間が特に長い。

○ また､日本では小中学校ともに、「一般的な事務業務（教員として行う連絡事務、書類作成その他

の事務業務を含む）」が長い傾向にあるほか、「学校内外で個人で行う授業の計画や準備」、「学
校内での同僚との共同作業や話し合い」、「学校運営業務への参画」に従事した時間も長い。

○ 他方、 日本では小中学校ともに、「職能開発活動」に使った時間が、参加国の中で最短。

○ 前回調査と比べて、日本の中学校教員の仕事時間の合計は長くなっている。

【仕事時間
の合計】

指導
（授業）

(a)

学校内外
で個人で
行う授業
の計画や
準備

(a)

学校内で
の同僚と
の共同作
業や話し
合い

児童生徒
の課題の
採点や添
削

児童生徒に対する
教育相談（例：児童
の監督指導、イン
ターネットによるカウ
ンセリング、進路指
導、非行防止指導）

中学校 日本 ５６.０時間 １８.０時間 ８.５時間 ３.６時間 ４.４時間 ２.３時間

日本（前回調査） （５３.９時間） （１７.７時間） （８.７時間） （３.９時間） （４.６時間） （２.７時間）

参加４８か国平均 ３８.３時間 ２０.３時間 ６.８時間 ２.８時間 ４.５時間 ２.４時間

小学校 日本 ５４.４時間 ２３.０時間 ８.６時間 ４.１時間 ４.９時間 １.３時間

学校運営
業務への
参画

一般的な事務業
務（教員として行
う連絡事務、書
類作成その他の
事務業務を含
む） (a)

職能開発
活動

保護者と
の連絡や
連携

課外活動の
指導（例：放
課後のスポー
ツ活動や文化
活動）

その他の
業務

中学校 日本 ２.９時間 ５.６時間 ０.６時間 １.２時間 ７.５時間 ２.８時間

日本（前回調査） （３.０時間） （５.５時間） － （１.３時間） （７.７時間） （２.９時間）

参加４８か国平均 １.６時間 ２.７時間 ２.０時間 １.６時間 １.９時間 ２.１時間

小学校 日本 ３.２時間 ５.２時間 ０.７時間 １.２時間 ０.６時間 ２.０時間

表３ 教員の仕事時間
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※ 【仕事時間の合計】は、各項目ごとの仕事時間の総計の数値とは一致しない。【仕事時間の合計】に関する質問は、各項目
ごとの仕事時間の総計を求めるものではなく、「あなたの学校で求められている仕事に、合計でおよそ何時間従事しました
か。指導（授業）、授業準備、採点、他の教員との共同作業、職員会議や職能開発への参加、その他の仕事に費やした時
間を含みます。」との質問となっている。

※ 直近の「通常の一週間」において、各項目の仕事に従事した時間（1時間＝60分換算）の平均を示している。 「通常の一週
間」とは、「休暇や休日、病気休業などによって勤務時間が短くならなかった一週間」のことを指す。また、「週末や夜間な
ど就業時間外に行った仕事」も含む。

※ OECDは、（a）の項目においてのみ統計的有意差検定を行い、今回2018年調査の日本の結果は前回2013年調査と比べて
統計的有意差がないと示している。また、前回2013年調査において、「職能開発活動」の項目は無かったことから、仕事
時間の合計について、前回2013年調査との比較には注意が必要。
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表５ 教員の職能開発への参加の障壁

職能開
発の日
程が自
分の仕
事のスケ
ジュール
と合わな
い

(a)

家庭で
やらなく
てはなら
ないこと
があるた
め、時間
が割け
ない

(a)

職能開
発は費
用が高
すぎる

(a)

雇用者
からの支
援が不
足してい
る

(a)

職能開
発への
参加に
対するイ
ンセン
ティブ
（例：奨
励金）が
ない (a)

自分に
適した職
能開発
がない

(a)

参加要
件を満
たしてい
ない（例:
資格、経
験、勤務
年数）

(a)

中学校 日本 ８７.０％ ６７.１％* ６０.７％ ５７.３％ ４６.３％* ３８.１％ ３０.７％*
日本（前回調査） （８６.４％） （５２.４％） （６２.１％） （５９.５％） （３８.０％） （３７.３％） （２６.７％）

参加４８か国平均 ５２.５％ ３７.６％ ４２.９％ ３２.４％ ４８.６％ ３６.３％ １２.０％

小学校 日本 ８４.３％ ７１.１％ ６１.１％ ５６.９％ ４３.６％ ３７.４％ ３０.６％

＜教員の職能開発のニーズ＞
○ 日本の小中学校教員は、 「担当教科等の分野の指導法に関する能力」「担当教科等の分野に

関する知識と理解」「特別な支援を要する児童生徒への指導」 「個に応じた学習手法」などにつ
いて、職能開発（教員としての技能、知識、専門性その他の資質を高めるための活動）の必要性
が高いと感じる割合が高い。

○ 日本の中学校教員は、参加国平均と比べて、全体的に職能開発のニーズが高い傾向にあり、前
回調査と比べてニーズが高まっている。

担当教
科等の
分野の
指導法
に関する
能力

担当教
科等の
分野に
関する知
識と理解

特別な
支援を
要する児
童生徒
への指
導 (a)

個に応じ
た学習
手法

児童生
徒の行
動と学級
経営

児童生
徒の評
価方法

(a)

指導用
のＩＣＴ
（情報通
信技術）
技能

(a)

中学校 日本 ６３.５％ ５９.２％ ４５.７％* ４５.６％ ４３.４％ ４３.２％* ３９.０％*

日本（前回調査） （５６.９％） （５１.０％） （４０.６％） （４０.２％） （４３.０％） （３９.６％） （２５.９％）

参加４８か国平均 １２.８％ １１.８％ ２３.９％ １５.１％ １６.２％ １４.３％ ２０.０％

小学校 日本 ６０.９％ ５４.２％ ６１.１％ ５５.０％ ５２.５％ ４６.１％ ３８.８％

表４ 教員の職能開発のニーズ

※ 調査では、教員に対し、各領域について、どの程度職能開発の必要性を現在感じているかについて質問し、「高い」、
「ある程度」､「あまりなし」、「全くなし」の４項目のうち、「高い」又は「ある程度」とした回答について整理している。

※ OECDは、（a）の項目においてのみ統計的有意差検定を行い、今回2018年調査の日本の結果は前回2013年調査
と比べて 統計的有意差がある（*）と示している。なお、「児童生徒の評価方法」の項目は前回2013年調査では「児童
生徒の評価や評価方法」と対応することから、2013年調査との比較には注意が必要。

※ 調査では、教員に対し、各項目について、職能開発に参加する際どの程度妨げになるかを質問し、「非常に妨げになる」
「妨げになる」「妨げにならない」「全く妨げにならない」のうち、「非常に妨げになる」又は「妨げになる」との回答について
整理している。

※ OECDは、（a）を付した全ての項目において統計的有意差検定を行い、「*」は、今回2018年調査の日本の結果は前回2013
年調査と比べて 統計的有意差があると示している。

※「家庭でやらなくてはならないことがあるため、時間が割けない」「職能開発への参加に対するインセンティブ（例:奨励金）が
ない」の質問項目は、前回2013年調査ではそれぞれ「家族があるため、時間が割けない」「職能開発に参加する誘因（イン
センティブ）がない」と対応することから、2013年調査との比較には注意が必要。

＜教員の職能開発への参加の障壁＞
○ 日本の小中学校教員の職能開発への参加の障壁としては、「職能開発の日程が自分の仕事のスケ

ジュールと合わない」「家庭でやらなくてはならないことがあるため、時間が割けない」が特に多い。
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＜教員の職能開発の形態＞
○ 中学校教員の参加国平均では、 職能開発の形態は、「専門的な文書や書物を読むこと」「教員や研

究者による研究発表、教育問題に関する議論をする会議」などが多い。日本では、これらに加えて、
「他校の見学」が高く、他校を訪問しての授業研究等への参加が表れていると考えられる。

○ 他方、日本の小中学校教員は、「オンライン上の講座やセミナー」「企業、公的機関または非政府組織
（ＮＧＯ）の見学」「公式な資格取得プログラム（例：学位課程）」への参加が少ない。

表６ 教員が過去１２か月の間に受けた職能開発

専門的
な文書
や書物
を読む
こと

他校の
見学

教員や 研

究者によ
る研究発
表、教育
問題に関
する議論
をする会
議

学校の公
式な取組
である同
僚の観察・
助言又は
自己観察、
コーチング
活動

オンライン
上の講座
やセミナー

企業、公
的機関ま
たは非政
府組織
（ＮＧＯ）
の見学

公式な
資格取
得プロ
グラム
（例:学
位課程）

中学校 日本 ６７.５％ ６５.１％ ６０.６％ ５５.２％ ９.４％ ９.１％ ６.２％

日本（前回
調査）

－ （５１.４％） （５６.５％） （２９.８％） － （６.５％） （６.２％）

参加４８か国
平均

７１.４％ ２９.５％ ５０.５％ ４９.３％ ３７.９％ １８.６％ １７.９％

小学校 日本 ７７.３％ ７８.９％ ６６.７％ ６１.３％ ８.１％ ８.５％ ７.５％

※ OECDは前回2013年調査との比較について示しておらず、2013年調査と比べた統計的有意差については不明。
※ 日本（前回調査）における 「－」は、今回2018年調査で初めて設けられた項目。
※ 「教員や研究者による研究発表、教育問題に関する議論をする会議」

「学校の公式な取組である同僚の観察・助言又は自己観察、コーチング活動」
「公式な資格取得プログラム（例:学位課程）」の項目は、前回2013年調査ではそれぞれ
「教育に関する会議やセミナー（教員又は研究者がその研究成果を発表し、教育上の課題に関して議論するもの）」
「学校の公式の取組である組織内指導（メンタリング）や同僚の観察・助言、コーチング活動」
「資格取得プログラム（例えば、学位取得プログラム）」と対応することから、2013年調査との比較には注意が必要。

＜校長の職能開発のニーズ＞ 【2018年調査における新規項目】

○ 日本の小中学校校長は、 「学校の教育課程の編成」「授業実践の観察」「教員間の連携の向上」「人
事管理」 などについて、職能開発（個々人の技能や知識、専門性を開発するための諸活動）の必要
性が高いと感じる割合が多い。

表７ 校長の職能開発のニーズ

学校の
教育課
程の編
成

授業実
践の観
察

教員間
の連携
の向上

人事管
理

現在の国や
地方自治体
の教育政策
についての
知識や理解

リーダー
シップに関
する新しい
研究や理論
についての
知識や理解

学校の
質を向
上する
ための
データ
の活用

中学校 日本 ５５.６％ ５２.７％ ５１.９％ ５０.５％ ４８.１％ ４７.８％ ４６.８％

参加４７か国平均 ２１.８％ １７.７％ ２８.０％ ２４.１％ １９.０％ １８.０％ ２７.７％

小学校 日本 ５９.６％ ５０.７％ ５１.４％ ４９.５％ ４８.１％ ５６.６％ ４４.５％

※ 調査では、校長に対し、各領域について、どの程度職能開発の必要性を現在感じているかについて質問し、「高い」、
「ある程度」､「あまりなし」、「全くなし」の４項目のうち、「高い」又は「ある程度」とした回答について整理している。
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表８ 校長の職能開発参加への障壁

職能開
発の日
程が自
分の仕
事のスケ
ジュール
と合わな
い （a）

職能開
発は費
用が高
すぎる

（a）

雇用者
からの支
援が不
足してい
る

（a）

職能開発
への参加
に対する
インセン
ティブ(例：

奨励金）
がない

（a）

自分に
適した職
能開発
がない

（a）

家庭で
やらなく
てはなら
ないこと
があるた
め、時間
が割け
ない （a）

参加要
件を満た
していな
い（例:資
格、経験、
勤務年
数）

（a）

中学校 日本 ８１.８％ ６１.１％* ５４.４％* ４０.１％* ３３.７％ ３３.４％* ２１.１％*

日本（前回
調査）

（７８.２％） （４３.１％） （３５.０％） （２６.３％） （２９.８％） （１５.３％） （１１.４％）

参加４７
か国平均

４５.６％ ３３.２％ ２２.０％ ３５.６％ ２５.４％ １７.９％ ６.９％

小学校 日本 ８５.３％ ５７.０％ ５５.９％ ３８.８％ ３３.４％ ４３.７％ １９.０％

※ 調査では、教員に対し、各項目について、職能開発に参加する際どの程度妨げになるかを質問し、「非常に妨げになる」
「妨げになる」「妨げにならない」「全く妨げにならない」のうち、「非常に妨げになる」又は「妨げになる」との回答について整
理している。

※ OECDは（a）を付した全ての項目において統計的有意差検定を行い、「*」は、今回2018年調査の日本の結果は前回2013年
調査と比べて 統計的有意差があると示している。

※「家庭でやらなくてはならないことがあるため、時間が割けない」「職能開発への参加に対するインセンティブ（例:奨励金）が
ない」の質問項目は、前回2013年調査ではそれぞれ「家族があるため、時間が割けない」「職能開発に参加する誘因（イン
センティブ）がない」と対応することから、2013年調査との比較には注意が必要。

＜校長の職能開発への参加の障壁＞

○ 日本の小中学校校長の職能開発への参加の障壁としては、教員と同様、「職能開発の日程が自分
の仕事のスケジュールと合わない」が特に多い。 一方、「家庭でやらなくてはならないことがあるた
め、時間が割けない」校長の割合は、教員と比べて少ない。

＜校長の職能開発の形態＞ 【2018年調査における新規項目】

○ 日本の小中学校校長の職能開発の形態は、「教員、校長や研究者による研究発表、教育問題に関
する議論をする会議」が最も多い。

○ 教員と同様、日本の小中学校校長は、「オンライン上の講座やセミナー」「公式な資格取得プログラ
ム（例：学位課程）」への参加が少ない。

表９ 校長が過去１２か月の間に受けた職能開発の形態

教員、校長や 研

究者による研究
発表、教育問題
に関する議論を
する会議

専門的
な文書
や書物
を読むこ
と

リーダー
シップに
関する
コースや
セミナー

校長の職能
開発を目的
とする校長
の研究グ
ループへの
参加

オンライ
ン上の講
座やセミ
ナー

公式な資
格取得プ
ログラム
（例:学位
課程）

中学校 日本 ９２.４％ ９０.３％ ７１.２％ ６８.９％ １５.９％ ０.２％

参加４７か国平均 ７２.７％ ８５.５％ ７３.６％ ６１.６％ ３８.３％ １７.９％

小学校 日本 ９３.３％ ８６.３％ ７７.０％ ７４.９％ １０.１％ ０.９％



＜指導実践＞

○ OECDが質問紙調査で示した指導実践のうち、学級経営や指導の明確さに関わる項目について、頻
繁に行う日本の小中学校教員の割合は、他の項目と比べて高い。

○ 前回２０１３年調査と比べると、以下の項目について、頻繁に行う日本の中学校教員の割合は増え

ているが依然として低い。
「新しい知識が役立つことを示すため、日常生活や仕事での問題を引き合いに出す」
「児童生徒を少人数のグループに分け、問題や課題に対する合同の解決法を出させる」
「児童生徒に課題や学級での活動にICT（情報通信技術）を活用させる」

○ また、日本の中学校教員については、以下の項目において、参加国平均と比べて顕著に低い。

「批判的に考える必要がある課題を与える」
「明らかな解決法が存在しない課題を提示する」

表１０ 指導実践

７

※ 各項目を行う頻度として、「いつも」、「しばしば」、「時々」、「ほとんどなし」のうち、 「いつも」又は「しばしば」との回答につい
て整理している。

※ 日本（前回調査）において、「－」は、今回2018年調査で初めて設けられた項目である。
※ OECDは（a）を付した項目において統計的有意差検定を行い、 「*」は、今回2018年調査の日本の結果が前回2013年調査

と比べて統計的有意差があると示している。

児童生徒
に何を学
んでほし
いかを説
明する

授業の始
めに目標
を設定す
る

教室での
ルールを
守るよう
児童生徒
に伝える

新しい学習
内容と過去
の学習内容
がどのように
関連している
か説明する

自分の話
を聞くよう
児童生徒
に伝える

新しい知識が
役立つことを示
すため、日常
生活や仕事で
の問題を引き
合いに出す

（a）

中学校 日本 ８４.９％ ８４.３％ ６４.２％ ６３.１％ ６２.９％ ５３.９％*

日本（前回調査） － － － － － （５０.９％）

参加４８
か国平均

９０.４％ ８３.４％ ７２.４％ ８６.２％ ７０.２％ ７６.７％

小学校 日本 ８８.１％ ９３.４％ ７７.６％ ６８.６％ ７２.９％ ５５.６％

（ 学 級 経 営 や 指 導 の 明 確 さ ）

児童生徒を
少人数のグ
ループに分
け、問題や課
題に対する
合同の解決
法を出させる

（a）

全児童生徒が
単元の内容を
理解しているこ
とが確認される
まで、類似の課
題を児童生徒
に演習させる

（a）

複雑な課題
を解く際に、
その手順を
各自で選択
するよう児
童生徒に指
示する

（a）

児童生徒に
課題や学級
での活動に
ICT（情報通

信技術）を
活用させる

（a）

明らか
な解決
法が存
在しな
い課題
を提示
する

批判的
に考え
る必要
がある
課題を
与える

中学校 日本 ４４.４％* ３１.３％ ２４.９％ １７.９％* １６.１％ １２.６％

日本 (前回調査) （３２.５％） （３１.９％） － （９.９％） － －

参加４８
か国平均

５２.７％ ７１.３％ ４７.０％ ５１.３％ ３７.５％ ６１.０％

小学校 日本 ５６.１％ ５５.８％ ３８.９％ ２４.４％ １５.２％ １１.６％



＜教員の自己効力感＞

○ 日本の小中学校教員は、高い自己効力感を持つ教員の割合が低い傾向にある。特に、

「児童生徒に勉強ができると自信を持たせる」
「勉強にあまり関心を示さない児童生徒に動機付けをする」
「児童生徒が学習の価値を見出せるよう手助けする」

など、児童生徒の自己肯定感や学習意欲に関わる項目について低い。

○ また、日本の小中学校教員においては、「デジタル技術の利用によって児童生徒の学習を支援する
（例:コンピュータ、タブレット、電子黒板）」ことについても、高い自己効力感を持つ教員の割合が低い。

○ ただし､このような結果が出た理由として、日本の教員が他国の教員に比べ、指導においてより高い
水準を目指しているために自己評価が低くなっている可能性や、実際の達成度にかかわらず謙虚
な自己評価を下している可能性もある。

表１１ 教員の自己効力感

※ 調査では、教員に対し、各項目がどの程度できているかについて質問し、「非常に良く」できている、「かなり」できてい
る､「いくらか」できている、「全く」できていないの４つの選択肢のうち、「非常に良く」又は「かなり」できているとの回答に
ついて整理している。

※ 日本において今回2018年調査は前回2013年調査と質問の仕方が異なることから、この表では前回2013年調査との
比較を示していない。

８

児童生徒が
わからない
時には、別
の説明の仕
方を工夫す
る

児童生徒
を教室の
きまりに
従わせる

学級内の
秩序を乱
す行動を
抑える

自分が児童
生徒にどの
ような態度・
行動を期待
しているか
明確に示す

秩序を乱す
又は騒々し
い児童生徒
を落ち着か
せる

児童生徒
のために
発問を工
夫する

中学校 日本 ６２.９％ ６１.９％ ６０.０％ ５９.９％ ５９.７％ ５０.８％

参加４８
か国平均

９２.７％ ８９.９％ ８６.１％ ９１.５％ ８４.９％ ８８.７％

小学校 日本 ６３.２％ ６２.７％ ６４.１％ ６３.９％ ５８.７％ ４９.４％

デジタル技術
の利用によっ
て児童生徒
の学習を支
援する（例：コ
ンピュータ、
タブレット、電
子黒板）

児童生徒
が学習の
価値を見
出せるよ
う手助け
する

多様な評
価方法を
活用する

勉強にあ
まり関心を
示さない
児童生徒
に動機付
けをする

児童生徒
の批判的
思考を促
す

児童生徒に
勉強ができ
ると自信を
持たせる

中学校 日本 ３５.０％ ３３.９％ ３２.４％ ３０.６％ ２４.５％ ２４.１％

参加４８
か国平均

６６.７％ ８２.８％ ８２.０％ ７２.０％ ８２.２％ ８６.３％

小学校 日本 ３８.５％ ４１.４％ ３３.３％ ４１.２％ ２２.８％ ３４.７％



９

児童生徒間
の文化的な
違いへの意
識を高める

児童生徒間
の民族に対
する固定観
念を減らす

移民の背景を持
つ児童生徒と持た
ない児童生徒が
共に活動できるよ
うにする

指導を児童生
徒の文化的な
多様性に適応
させる

多文化的
な学級で
の難題に
対処する

中学校 日本 ３２.５％ ２９.８％ ２７.８％ １９.７％ １６.６％

参加４８か国平均 ７０.２％ ７３.８％ ６７.９％ ６２.７％ ６７.９％

小学校 日本 ３６.９％ ３１.６％ ２８.１％ ２１.７％ １７.２％

＜文化的に多様な学級における指導＞ 【2018年調査における新規項目】

○ 日本では、文化的に多様な学級に関する指導実践について、よくできていると思っている
小中学校教員の割合が低い。

※ 今回の2018年調査において初めて盛り込まれた調査項目である。
※ 調査では、「異なる文化を持つ児童生徒がいる学級の指導」をしたことがあると回答した教員に対し、各項目がどの

程度できているかについて質問し、「非常に良く」できている、「かなり」できている､「いくらか」できている、「全く」でき
ていないの４項目のうち、「非常に良く」又は「かなり」できているとの回答について整理している。

※ 調査では、「移民の背景と持つ児童生徒」とは、「両親が日本以外で生まれた人のこと」を指すとしている。また、「多
様性」とは「児童生徒や教職員の背景の違いを認識し、尊重すること」を指し、「文化的な多様性」とは、「特に文化的、
民族的な背景」を指すとしている。

表１２ 文化的に多様な学級における指導

教職に就
けば、子
供や若者
の成長に
影響を与
えられると
いうこと

安定した
職業であ
ること

確実な収
入が得ら
れること

教職に就
けば、社
会に貢献
できると
いうこと

教職に就
けば、社
会的弱者
の手助け
ができる
ということ

私生活での
責任を果た
すことを妨
げない勤務
スケジュー
ルであるこ
と（例:勤務

時間、休日、
非常勤）

継続的な
キャリア
アップの
機会が得
られるこ
と

中学校 日本 ８９.０％ ８５.６％ ８４.８％ ８１.６％ ６６.３％ ５４.２％ ４９.６％

参加４８
か国平均

９３.２％ ７４.３％ ７０.５％ ９０.４％ ７８.２％ ７０.０％ ６７.５％

小学校 日本 ８８.４％ ９１.１％ ８９.０％ ８１.０％ ６８.０％ ６７.７％ ５２.１％

表１３ 教員になる際の動機

＜教員になる際の動機＞ 【2018年調査における新規項目】

○ 日本では、教員になる際に、「教職に就けば、子供や若者の成長に影響を与えられるということ」
「安定した職業であること」「確実な収入が得られること」「教職に就けば社会に貢献できるとい

うこと」が重要だったと思っている小中学校教員が多い。

※ 今回の2018年調査において初めて盛り込まれた調査項目である。

※ 調査では、「あなたにとって、教員になる際に以上のことはどのくらい重要」だったかを質問し、「非常に重要」、
「ある程度重要」、「あまり重要ではない」、「全く重要ではない」の４つの選択肢のうち、「非常に重要」又は
「ある程度重要」との回答について整理している。



＜教員の年齢、性別＞

○中学校教員の回答によると、日本は、参加国平均と比べて、３０歳未満の教員の割合が顕著に高く、
前回調査よりも高くなっている。

○日本は、小中学校ともに、女性の教員の割合が最も少ない。中学校の女性教員の割合が５割以下
であるのは、参加国の中で日本のみである。

○ 日本は、参加国の中で、中学校校長の女性の割合は最も少なく、小学校校長の女性の割合は
２番目に少ない。

表１５ 校長の平均年齢、通算勤務年数、女性校長の割合

表１４ 教員の年齢別の割合、女性教員の割合

３０歳未満の
教員の割合

（a）

３０歳から４９歳の
教員の割合

（a）

５０歳以上の
教員の割合

（a）

女性教員の割合
（a）

中学校 日本 ２１.０％* ４６.２％* ３２.８％ ４２.２％*

日本（前回調査） （１８.６％） （５０.６％） （３０.９％） （３９.０％）

参加４８か国平均 １１.５％ ５７.１％ ３１.４％ ６９.２％

小学校 日本 ２２.４％ ４６.４％ ３１.２％ ６１.４％

校長の平均年齢 校長としての通算勤務年数 女性校長の割合
（a）

中学校 日本 ５８.０歳 ４.６年 ７.０％

日本(前回調査） （５７.０歳） （４.５年） （６.０％）

参加４８か国平均 ５１.４歳 ９.５年 ４８.９％

小学校 日本 ５７.７歳 ４.４年 ２３.１％

※OECDは （a）を付した全ての項目において統計的有意差検定を行い、「*」は今回2018年調査の日本の結果が
前回2013年調査と比べて統計的有意差があると示している。

＜校長の平均年齢、通算勤務年数、性別＞

１０

※ OECDは、（a）を付した項目においてのみ統計的有意差検定を行い、 女性校長の割合について、今回2018年
調査の日本の結果が前回2013年調査と比べて統計的有意差がないと示している。


